
 

 

2024年１２月１９日 

 

株式会社クラウン精密秋田工場様による「ＳＤＧｓ宣言」策定について 

 

 株式会社秋田銀行（頭取 芦田 晃輔）は、グループ会社である株式会社あきぎんリサーチ＆  

コンサルティング（代表取締役社長 石川 聡）を通じて「〈あきぎん〉ＳＤＧｓ経営支援サービ

ス」をご提供しております。 

 今般、本サービスを利用し、株式会社クラウン精密秋田工場様が「ＳＤＧｓ宣言」を策定され

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 当行グループは、地域におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組みを支援し、持続可能な地域社会

の実現に取り組んでまいります。 

 

記 

【会社概要】 

会  社  名 株式会社クラウン精密秋田工場 

所  在  地 北秋田市川井字横呑沢５－１４６ 

代  表  者 代表取締役社長 望月 紀人 

業     種 金属加工製造業 

企 業 紹 介 

当社は、1974年の創業以来、「誠実・不屈の精神・創意工夫」の経営

方針のもと、長年培ってきた確かな技術を活かし、高品質な金属締結部

品の製造により、日本の自動車産業を支えております。 

 これからも、「技術革新と価値の創造」を念頭に、「社員幸福」と「社

会貢献」に繋がる事業活動を積極的、かつ、継続的に展開し、持続可能

な地域社会の実現に貢献してまいります。 

ＳＤＧｓへの取組み 

（別紙参照） 

○オートメーションシステム機器導入による高効率製造の実現 

○資源リサイクルの推進等による継続的なカーボンオフセットの実行 

○地元人材やＡターン人材の積極的な採用、シニア人材の継続雇用 等 

 

（以 上） 

 

 

 

 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

 2015 年に国連で採択された持続可能な開発目標であり、

2030 年までに解決すべき世界的優先課題 17 目標と目標を 

達成するための 169のターゲットが示されています。 



S DGｓとは
Sustainable Development Goals（持続可能な開
発目標）の略称で、2015年9月に国連で採択された
2030年までの国際目標。「地球上の誰一人取り残さ
ない」をスローガンに、持続可能な社会の実現を目指
しており、経済・社会・環境などの分野で17の目標と
169のターゲットで構成されています。

株式会社クラウン精密秋田工場
SDG s宣言

S D Gｓの 達 成 に向 けた 取 組 み

技術革新と価値の創造

具体的な取組み

当社は、国連が提唱する持続可能な開発目標（SDG s）に賛同し、
持続可能な社会の実現に向けた積極的な取組みを行ってまいります。

～ 誠実・不屈の精神・創意工夫 ～
創造性豊かな高付加価値製品を生み出すことによって広く社会に貢献し「社員の幸せの実現と夢のある企業」を目指します。

「技術革新と価値の創造」を念頭に時代の変化に対応した“もの造り”を目指すとともに
「社員幸福」と「社会貢献」に繋がる事業活動を積極的かつ継続的に展開し持続可能な地域社会の実現に貢献してまいります。

2024年11月　代表取締役社長  望月 紀人

これまで培ってきた技術・経験を基盤に、部署毎に連携を取りながら新しい技術・経験を積極的に取り入れ、常に挑戦し続けます。
また、より良い生産の為に、あらゆる角度からの見直しに努め価格性能比の向上と業務効率化を図り、製品の付加価値を高めます。

オートメーションシステム機器導入による高効率製造の実現／研修会・展示会への参加による最新の技術・知識の習得／情報の
全社的共有・周知による社員の意識向上／製品管理へのQRコード・独自システムの導入による正確かつ迅速な生産の実現／
納期対応・検査・事務処理等、すべての工程・すべての社員が製品の付加価値向上に関わっているという意識を共有し取組む

社員幸福

具体的な取組み

働きがいが有り、身体的、精神的、社会的に良好な職場を目指します。

有給休暇取得の促進・育児休暇等、休暇の取得がしやすい
職場の雰囲気づくり／安全衛生委員会設置による社員が
今以上に安心・安全に働くことができる職場環境の整備／健康
診断・ストレスチェックの実施／社員の技術力向上・資格取得
の補助／多様性を尊重した職場環境の維持・強化

社会貢献

具体的な取組み

国際社会課題へ取組むと同時に、地域社会へ貢献します。

CO₂ゼロエミッションの電力の使用・電力のデマンド監視の実施・カーボンニュートラル
LPガスの使用・廃棄物削減・資源リサイクルの推進等による継続的なカーボンオフ
セットの実行／被災地域への寄付や社員が行う地域のボランティア活動への支援
／地元人材やＡターン人材の積極的な採用、シニア人材の継続雇用／インターン
シップ受入れ等の地域教育機関との連携・協力／地元企業への積極的な発注


